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貴関係諸団体に速やかに送信いただきます 

ようよろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室）
各保険者介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 老健局老人保健課

今回の内容 
 

要介護認定等の方法の見直しに伴う 

経過措置について      

 

計１５枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111 (内線 3944) 

FAX : 03-3595-4010 
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各都道府県介護保険担当課（室）長 殿 
 

 
 

厚生労働省老健局老人保健課 
 
 
 

要介護認定等の方法の見直しに伴う経過措置について 
 
 
 

 要介護認定等の方法の見直しに伴う経過措置を実施することについては、平成 21 年４

月 13 日付事務連絡（介護保険最新情報 Vol.76）でお知らせしたところですが、その取

扱いについて、本日、要介護認定等の方法の見直しに伴う経過措置について（平成 21 年

４月 17 日付老発第 0417001 号厚生労働省老健局長通知）を発出させていただきましたの

で、よろしくご査収ください。 

また、その経過措置を行うにあたって生じうる疑義及びその回答について作成しまし

たので、経過措置の実施にあたっての事務処理においてご参考にしていただければと存

じます。 

 

 

＜送付内容＞ 

○ 要介護認定等の方法の見直しに伴う経過措置について（平成 21 年４月 17 日付老発

第 0417001 号厚生労働省老健局長通知） 

○ 要介護認定等の方法の見直しに伴う経過措置について生じうる疑義及びその回答 

 





  当該経過措置の実施期間は、見直し後の要介護認定等の方法の検証が終了するま

での間とする。 

 

３．対象者について 

  「２．実施期間について」で規定した間に要介護更新認定の申請及び要支援更新

認定の申請（以下「更新申請」という。）を行った者のうち、当該者の安定的な介

護サービスの利用を確保する観点から更新申請を行う以前の要介護状態（法第７条

第１項に規定する要介護状態をいう。以下同じ。）に該当すること及びその該当す

る要介護状態区分（法第７条第１項に規定する要介護状態区分をいう。以下同じ。）

（被保険者が第２号被保険者である場合にあっては、要介護状態に該当すること、

その該当する要介護状態区分及びその要介護状態の原因である身体上又は精神上

の障害が特定疾病によって生じたものであること。以下同じ。）又は要支援状態（法

第７条第２項に規定する要支援状態をいう。以下同じ。）に該当すること及びその

該当する要支援状態区分（法第７条第２項に規定する要支援状態区分をいう。以下

同じ。）（被保険者が第２号被保険者である場合にあっては、要支援状態に該当する

こと、その該当する要支援状態区分及びその要支援状態の原因である身体上又は精

神上の障害が特定疾病によって生じたものであること。以下同じ。）（以下「要介護

状態区分等」という。）とすることを希望する者を対象とする。 

 

４．手順について 

  要介護認定等の方法の見直しに伴う経過的な措置の具体的な手続きについては、

以下①～④までとする。 

① 法第 28 条第４項において準用する法第 27 条（同条第８項を除く。）及び法第

33 条第４項において準用する法第 32 条（同条第７項を除く。）の要介護更新認定

又は要支援更新認定に際し、市町村は、当該要介護更新認定又は要支援更新認定

に係る被保険者に対して、安定的な介護サービスの利用を確保する観点から、更

新申請を行う以前の要介護状態区分等とすることを希望するか否かの意思を確

認するものとする。 

その際、当該被保険者に対し、様式例を参考に、当該意思等の書面への記載を

求めることとする。市町村は、やむを得ず被保険者に記載を求めることができな

い場合にあっては、市町村において当該意思等を書面に記載し、保存しておくこ

ととする。 

なお、この場合にあっては、従前の要介護状態区分等に比べて重度に変わる場

合の希望と軽度に変わる場合の希望のそれぞれについて把握するものとする。 

 ② 認定審査会が更新申請を行う以前の要介護状態区分等と異なる要介護状態区

分等である旨の審査及び判定を行う場合にあって、①において、要介護更新認定

又は要支援更新認定に係る被保険者が更新申請を行う以前の要介護状態区分等

とすることを希望する旨の意思を有している者である場合にあっては、その意思

に基づいて、認定審査会において、更新申請を行う以前の要介護状態区分等と異

なる要介護状態区分等である旨の審査及び判定の内容を、更新申請を行う以前の



要介護状態区分等に変更して審査及び判定を行うこととする。 

③ 認定審査会が更新申請を行う以前の要介護状態区分等と異なる要介護状態区

分等である旨の審査及び判定を行う場合にあって、①において、要介護更新認定

又は要支援更新認定に係る被保険者が更新申請を行う以前の要介護状態区分等

とすることを希望する旨の意思を有していない者である場合にあっては、認定審

査会において更新申請を行う以前の要介護状態区分等と異なる要介護状態区分

等である旨の審査及び判定を行うこととする。 

 ④ なお、①から③までの事務については、法第 28 条第４項において準用する法

第 27 条第 11 項の処分しなければならない期間（法第 33 条第４項において準用

する場合を含む。）を勘案し、法第 28 条第４項において準用する法第 27 条第 11

項ただし書きの通知（法第 33 条第４項において準用する場合を含む。）を用いる

等円滑に事務を進められたい。 

 

５．有効期間について 

  当該経過的な措置による要介護更新認定及び要支援更新認定の有効期間は、法第

28条第10項において読み替えて準用する法第28条第１項に規定する有効期間又は

法第33条第６項において読み替えて準用する法第33条第１項に規定する有効期間

とする。 

 

６．その他 

  見直し後の要介護認定等の方法の検証に用いることができるよう、市町村におい

ては、 

・ 当該経過的な措置を行った被保険者に係るデータ 

・ 認定審査会の要介護更新認定又は要支援更新認定に係る被保険者の４．①で確

認する意思を反映する前の審査及び判定の結果 

・ 認定審査会の要介護更新認定又は要支援更新認定に係る被保険者の４．①で確

認する意思に基づいた、４．②にある審査及び判定の結果 

等について、個人情報保護の観点に留意しつつ、把握し、厚生労働省への情報提供

についてご協力いただきたい。 



（別紙） 

 要介護認定等の方法の見直しに係る経過措置希望調書 

 

 

申請者氏名  

被保険者番号  

記入（意思を確認した）日 平成  年  月  日 

この調書の記載者の氏名 

及び事業所名（※） 

 

申請者と記載者の関係  本人 ・ 家族（親族） ・ その他（        ）

※ 事業所名は、記載者がご本人又はご家族（親族）の場合は、記載不要です。 

 

申請者の意思 

① 従来（更新申請前）の要介護度とする措置の必要について 

※次のいずれかに「○」をつけてください。 

 必要なし（今回認定される要介護度でよい） 

 必要あり（従来の要介護度のままを希望する） 

 

② ①で「必要あり」に○をした方は、次のどれを希望されますか 

※次のいずれかに「○」をつけてください。 

 従来より 軽度になった場合、従来の要介護度に戻す。（重度になっ

た場合はそのままでよい） 

 従来より 重度になった場合、従来の要介護度に戻す。（軽度になっ

た場合はそのままでよい） 

 従来より 重度になっても軽度になっても、従来の要介護度に戻す 

（注）「要介護度」とは、要介護状態区分及び要支援状態区分のことです。 
 




